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貸 借 対 照 表 
（2026年３月 31日現在） 

  （単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部

科  目 金  額 科  目 金  額

流  動  資  産 1,868,036 流  動  負  債 326,106 

  現金及び預金 1,620,779   １年以内返済予定の長期入金 222,600 

  売掛金 83,948   未払金 30,034 

  貯蔵品 110   未払法人税等 1,959 

  短期貸付金 512,246   賞与引当金 18,299 

  未収入金 5,330 リース債務 8,949 

  立替金 3,442   資産除去債務 24,512 

  未収還付法人税等 500   その他（流動負債） 19,751 

  その他 49,741 

  貸倒引当金 △408,062 

固  定  資  産 8,519,841 固  定  負  債 2,240,777 

有形固定資産 4,910,041   長期借入金 2,110,600 

  建物 1,807,452   資産除去債務(固定) 86,766 

  構築物 164,196   役員に対する長期未払金 19,234 

  機械及び装置 59,522 リース債務 21,760 

  車両運搬具 875   その他（固定負債） 2,416 

  工具、器具及び備品 1,503 負 債 合 計 2,566,884 

  土地 2,820,309 純 資 産 の 部

リース資産 31,805 科  目 金  額

  建設仮勘定 24,376 株主資本 7,801,970 

無形固定資産 23,529   資本金 100,000 

  のれん 1,172   資本剰余金 2,411,920 

  借地権 2,900 資本準備金 2,011,261 

ソフトウェア 2,145 その他資本剰余金 400,658 

ソフトウェア仮勘定 14,608   利益剰余金 5,290,050 

  その他 2,703 利益準備金 24,035 

投資その他の資産 3,586,269 その他利益剰余金 5,266,015 

  投資有価証券 65,031 別途積立金 590,535 

  関係会社株式 2,628,764 繰越利益剰余金 4,675,480 

  出資金 2,791 評価・換算差額等 19,022 

  関係会社出資金 133,032   その他有価証券評価差額金 19,022 

  長期貸付金 876,000 

  繰延税金資産 69,040 

  破産更生債権等 25,080 

  その他 46,010 

  貸倒引当金 △259,480 純 資 産 合 計 7,820,993 

資 産 合 計 10,387,877 負 債 純 資 産 合 計 10,387,877 



損 益 計 算 書 

（単位：千円） 

科  目 金 額

売上高 1,469,515 

売上原価 283,772 

売上総利益 1,185,742 

販売費及び一般管理費 588,084 

営業利益 597,658 

営業外収益

受取利息 18,525 

負ののれん償却額 3,914 

受取賃貸料 14,926 

その他 16,775 54,143 

営業外費用

支払利息 20,796 

為替差損 2,750 

貸倒引当金繰入額 18,180 

その他 3,833 45,560 

経常利益 606,240 

特別利益

関係会社株式売却益 116,500 

その他 5,140 121,640 

特別損失

固定資産除却損 3,992 

減損損失 215,689 

株式交換関連費用 120,681 

その他 3,270 343,633 

税引前当期純利益 384,248 

法人税、住民税及び事業税 △27,683 

法人税等調整額 37,668 9,984 

当期純利益 374,263 

2025 年４月１日から 
2026 年３月 31 日まで 



個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。 

市場価格のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

 ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 １～50 年 

構築物 １～50 年 

機械及び装置 17 年 

車両運搬具 ４～６年 

工具、器具及び備品 ４～10 年 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）における定額法を採用しております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しています。

（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することにしておりま

す。 

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。 

（４）収益及び費用の計上基準

当社の収益は、子会社からの経営管理料及び受取配当金となります。経営管理料においては、子

会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務を実際に提供した時点

で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益及び費用を認識しております。受取配当

金については、配当金の効力発生日をもって認識しております。 



（５） その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

建物 801,729 千円 

土地 1,154,980 千円 

計 1,956,709 千円 

② 担保に係る債務

１年以内返済予定の長期借入金 102,600 千円 

長期借入金 60,600 千円 

計 163,200 千円 

（２）有形固定資産の減価償却累計額

減価償却累計額 5,030,851 千円 

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

① 短期金銭債権 363,643 千円 

② 長期金銭債権 876,050 千円 

③ 短期金銭債務 120,057 千円 

④ 長期金銭債務 2,050,000 千円 

（４）取締役等に対する長期金銭債務

役員に対する長期未払金（19,234 千円）は、2009年６月 30 日開催の定時株主総会において承認可

決された役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給にかかる債務であります。 



３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

  税務の繰越欠損金 157,636 千円 

  関係会社株式 391,404 千円 

  減損損失 182,265 千円 

  組織再編 112,433 千円 

  未払役員退職金 5,974 千円 

  貸倒引当金 207,338 千円 

  資産除去債務 34,563 千円 

  未払事業税 556 千円 

  減価償却超過額 17,219 千円 

  賞与引当金 5,683 千円 

  未払費用 2,192 千円 

  その他 621 千円 

繰延税金資産小計 1,117,890 千円 

評価性引当額 989,657 千円 

繰延税金資産合計 128,233 千円 

繰延税金負債 

  資産除去債務に対応する除去費用 16,034 千円 

  合併等による時価評価差額 34,587 千円 

  その他有価証券評価差額金 8,570 千円 

繰延税金負債合計 59,192 千円 

繰延税金資産（負債）の純額 69,040 千円 



４．関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社等 

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事

者との関

係 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

子会社 株式会社たまのや 所 有 直 接

100.0％ 

役 員 の 兼

任４名 

業務受託料の受取（注１） 306,589 

売掛金 57,298 賃貸料の受取（注２） 316,365 

配当金の受取（注３） 405,000 

グループ通算税制に基づく通

算税効果額の受取（注６） 
48,941 未収入金 － 

子会社 カンノ・トレーディング

株式会社

所 有 直 接

100.0％ 

役 員 の 兼

任３名 

業務受託料の受取（注１） 87,600 

売掛金 12,376 賃貸料の受取（注２） 47,580 

配当金の受取（注３） 26,000 

資金の立替（注４） 105,727 立替金 294 

資金の貸付（注５） － 短期貸付金 62,400 

資金の回収 62,400 
長期貸付金 468,000 

利息の受取（注５） 6,666 

グループ通算税制に基づく通

算税効果額の支払（注６） 
5,078 未払金 － 

子会社 株式会社 With Wedding 所 有 直 接

100.0％ 

役 員 の 兼

任４名 

資金の貸付（注５） － 短期貸付金 36,000 

資金の回収（注７） 36,000 
長期貸付金 408,000 

利息の受取（注５） 3,708 

グループ通算税制に基づく通

算税効果額の支払（注６） 
44,473 未払金 － 

子会社 株式会社フルール 所 有 直 接

100.0％ 

役 員 の 兼

任３名 

グループ通算税制に基づく通

算税効果額の受取（注６） 13,307 未収入金 － 

子会社 株式会社ハートライン 所 有 直 接

100.0％ 

役 員 の 兼

任６名 

資金の借入（注５） － 短期借入金 120,000 

資金の返済 320,000 
長期借入金 2,050,000 

利息の支払 18,565 

グループ通算税制に基づく通

算税効果額の支払（注６） 
457 未払金 － 

子会社 株式会社北関東互助セン

ター

所 有 直 接

100.0％ 

役 員 の 兼

任４名 

グループ通算税制に基づく通

算税効果額の受取（注６） 2,722 未収入金 － 

子会社 株式会社喜月堂セレオ 所 有 直 接

100.0％ 

役 員 の 兼

任４名 

グループ通算税制に基づく通

算税効果額の受取（注６） 14,910 未収入金 － 

子会社 カンノ・トレーディング

ベトナム有限会社

所 有 直 接

100.0％ 

－ 資金の貸付（注５） 172,194 

短期貸付金 175,923 資金の回収（注８） 170,445 

利息の受取（注５） 3,082 



 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１ 市場価額、総原価を勘案して、取引条件を決定しております。 

２ 近隣の地代を参考にした価格によっております。 

３ 各社の株主総会決議金額によっております。 

４ 同社の資金を立替支払したものであります。 

５ 貸付金及び借入金の利率については市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

６ 当社のグループ通算制度計算に基づき配分しております。 

７ 子会社への貸付金に対し、231,000 千円の貸倒引当金を設定しております。 

８ 子会社への貸付金に対し、170,139 千円の貸倒引当金を設定しております。 

５．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額：2,245 円 70 銭

（２）１株当たり当期純利益額：107 円 41 銭

６．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 




